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 本論文は、「はじめに」、「第 1 章 海洋保護区の設立経緯と近年の実行」、「第 2 章 海洋
保護区に関連する 2 つの基本条約」、「第３章 海洋保護区と国家の管轄権に関する問題点」、
「第 4 章 ＥＥＺ内の海洋保護区とその法的根拠」、「第５章 公海を含む海洋保護区の法


























（３）第２章 海洋保護区に関連する 2 つの基本条約 





























































 一方、モーリシャスと英国との仲裁裁判では、英国は国連海洋法条約の第 2 条 3 項，第



























































（８）第 7 章 海洋保護区を巡る国際法上の課題 









































































































































































9頁・22行 米国の国家海洋大気局（ＮＯＡＡ） 米国の国家海洋大気庁（ＮＯＡＡ） 






















84頁・23行 第69回国連総会(2015年9月～)の会期末 第69回国連総会(2014年9月～)の会期末 
97頁・18行 すべてを自国で漁獲でない場合には、 すべてを自国で漁獲できない場合には、 
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